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【出資法人】

	項　目　名
	＜改革ＰＴ案＞

　民営化（Ｈ２２年度）

　・配当アップを要請、　府保有株式を売却し、完全民営化をめざす

　（考え方）長年の安定経営で、経営に府が関与する必要性は希薄

	部局の考え方

Ⅰ.改革ＰＴ案に対する考え方、事業概要、府が関与する理由
Ⅱ．設立等の経緯からみた府保有株式売却の問題点
Ⅲ．経営状況


	· OTKは、①東大阪・北大阪流通センター（公共トラックターミナル等）、②泉北高速鉄道、③りんくう関連事業を実施。


＜理由＞

１ 東大阪・北大阪流通センター（公共トラックターミナル等）

　・公共トラックターミナルの西日本の拠点（770バース：全国のバースの約20％）

・物流の円滑・合理化、10ｔ以上の大型トラックの都心流入抑制⇒交通渋滞緩和、騒音・排ガス対策

　・「公共トラックターミナル」（すべての業者へ使用料を徴収し、公平・平等に開放）として府内特積貨物取扱量の約20％。

ターミナル出入りトラック台数　計　約5300台/日
　・利用者（自社で全国ネットワークを形成することができない運輸業者、自社施設で深夜・早朝業務ができない運輸業者）
（府が関与する理由）


２ 泉北高速鉄道

· 府開発の泉北ニュータウン住民の公共交通機関（中百舌鳥～和泉中央14.3ｋｍ）
· 乗降客数（Ｈ１８年度　約5130万人）

（府が関与する理由）
３　りんくう関連事業

1 りんくう国際物流㈱（Ｈ５年設立）（ＯＴＫ出資約17億円（34％）、府出資 約11億円、府貸付金 約27億円）

・りんくうタウンの複合物流施設の運営

・平成１３年から府の要請に基づくＯＴＫによる経営改善支援

（施設一括借上げ5.9億円・施設運営費を負担）

　②大阪りんくうホテル㈱（Ｈ１６年設立）（ＯＴＫ出資9億円（90％））

・　平成８年度からゲートタワーホテル㈱がホテル事業を実施。１６年度に府の要請を受け、ＯＴＫが子会社を設立し運営を引き受け。
・　府は経営安定するまでの間、筆頭株主としてOTKに対し支援を約束。
（府が関与する理由）


・ＯＴＫは、昭和40年「公共ターミナル」を整備するため官民出資により設立

・府の要請により昭和４６年、府開発の泉北ニュータウンの住民の都心部へのアクセスを確保するため、泉北高速鉄道事業を開始。

・平成１３年、府からの要請を受け、りんくう国際物流株式会社の経営支援のため、りんくう国際物流センターを一括賃借。

・平成１６年、大阪りんくうホテル株式会社は、ゲートタワービルの法的整理に先立ち、ホテル事業の民間への営業譲渡が不調に終わったことから、府からの要請を受け、ＯＴＫの子会社として設立。


・同社は、民間企業として経営されており、昭和４９年以来連続して黒字を計上。

現在、府からの貸付金や運営補助金等はなし。

・昭和６０年以来、府に対して約1.2億円／年の配当を行うなど、府財政に寄与。

（＊　Ｓ６０年度～Ｈ１８年度　府への配当総額約２７．４億円）
・府グループファイナンスに年１５億円を拠出


	参考データ等

	１．ＯＴＫ出資構成（総額４０億円）

　　・大阪府　19.6億円（49％）　・
　　・大阪ガス、関西電力　各7.2億円（各18％）

　  ・りそな、三菱東京ＵＦＪ、三井住友　各２.0億円（各５％）



ＯＴＫ実施事業は、府が関与する必要があり、府保有株式を売却する状況にはない。


府は株主として配当の引き上げを要請するなど、更なる府への利益還元について検討する。








・利用者の声として、特定業者の独占使用やターミナル使用料の値上げ等により、公共ターミナルを利用できない場合は、新たな集積場を確保せざるをえないと強く主張されている。


・トラックターミナルの用途制限はあるが、法的に公共ターミナルとして維持する制約はない。


⇒集積場の点在化が進むと、流通機能の分散・低下とともに周辺環境の悪化につながる。








府が撤退した場合、りんくう関連事業が整理される恐れ


・　りんくう国際物流㈱へ府出資金及び貸付金（計約３８億円）の放棄、その他の出資者、貸付金の債権者であるＯＴＫの現株主にも損失をもたらす。


・　大阪りんくうホテル（株）（Ｈ１７年から）の整理により、りんくうゲートタワービルの空洞化の恐れ（ホテル部分：５６フロアー中２９フロアー）


・　ＯＴＫの損失や府に対する損害賠償の可能性。





鉄道事業の累積赤字約50億円、少子高齢化による運輸収入減少や施設更新の必要から、厳しい経営環境も想定。


⇒これまでＯＴＫ事業の一体経営で鉄道事業を安定維持。　





ＯＴＫ事業は、府が主導し、他の株主に府施策への協力を得ながら運営してきており、現状では、「府保有株式を売却」することについてＯＴＫや他の株主の理解を得ることはできない。
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